
4 モザンビーク共和国 
4-1 木材生産・流通状況
4-1-1 森林資源概要

モザンビーク共和国（以下、モザンビーク）は、アフリカ大陸南東部に位置し、東はイ
ンド洋に面し、北はタンザニア、北西はザンビア、西はマラウイ、ジンバブエ、スワジラン
ドと国境を接し、南は南アフリカと接している。国土面積は 79.9 万㎢（日本の約 2 倍）で
あり、FAO の森林資源評価（FRA）1によると、2020 年時点の森林総面積は、36,743,760ha、
その内、植林地面積は 74,269.12ha と推定される。森林の約 2,700 万 ha が木材生産に適し
た生産林、1,300 万 ha が保全地域に分類されている 2。

モザンビークは、サハラ以南の国では高い森林被覆率を有す国の一つであるが、森林減
少率も高く、2010 年から 2020 年の期間は、年平均 22.3 万 ha の割合で森林が失われた（表
4.1）。CEAGRE と Winrock International（2016 年）3は、モザンビークにおける森林減少の
主な原因は農地の拡大であり、2000 年から 2012 年の森林減少の原因の 65％を占めていた
と指摘する。その他の主な原因としては、都市の拡大（12％）、伐採（8％）、薪や木炭の生
産（7％）が挙げられる。 

表 4.1 森林面積の変化 
年 1990 2000 2010 2015 2020 

天 然 林

（1,000ha） 

43,340.00 41,150.00 38,917.50 37,874.01 36,669.49 

植 林 地

（1,000ha） 

38.00 38.00 54.64 65.99 74.27 

計（1, 000ha） 43,378.00 41,188.00 38,972.14 37,940.00 36,743.76 

出典：FAO (2020)4 

モザンビークの森林分布を図 4.1 に示す。主な森林生態系はミオンボ林で、森林面積の
約 3 分の 2 を占めている。ミオンボ林は、モザンビークの貧困層の多くが存在するザンベ
ジア州、ナンプラ州、カボ・デルガド州を含む北部のいくつかの州で主要な森林植生で、地
域世帯の現金収入の約 2 割、非現金収入の約 4 割を支えていると推定される 5。その他の森
林植生には、南部の海岸林、中央部のアフロモンタン林、北部の海岸乾燥林など、国際的に

1 FAO (2020) Global Forest Resources Assessment 2020: Report Mozambique, Rome 
2 MITADER (2017) R-Package Multi-stakeholder Self-Assessment of REDD+ Readiness in Mozambique  
3 CEAGRE, & Winrock International (2016) Estudo sobre causas directas e indirectas do desmatamento e degradação 
florestal em Moçambique - Relatório final. In (p. 36 p). Maputo,  Mozambique 
4 FAO (2020) 前掲  
5 World Bank(2018）Mozambique Country Forest Note 
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生物多様性のホットスポットとして認められている森林や、アフリカで 2 番目に広いマン
グローブ林などを有す。 
 
図 4.1 モザンビークの森林分布 

 

注）緑（森林地域）；灰色（非森林地域）；赤（2003 年～2016 年の期間の森林減少地域） 

出典：MITADER (2018)6 

 
森林資源は、農村部の地域住民にとって重要な役割を果たす。モザンビーク憲法（1990

年）によって、土地は国の所有物であると定められる。政府は、持続可能な農村開発を促進
するための戦略の一環として、地域コミュニティが慣習的に所有、利用する土地の明確化を
進めている。政府のテラ・セグーラ・プログラム（Terra Segura program）は、500 万の小
区画を登録し、4000 のコミュニティの土地分割を目標としている 7。2014 年の時点で、計
350 万ヘクタールの土地が 427 のコミュニティの管理下にある 8。 

6 MITADER (2018) Desflorestamento em Moçambique (2003-2016) MITADER. Maputo. 
7 MITADER (2017) 前掲 
8 World Bank(2018) 前掲 
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森林はモザンビークの成長と発展のための重要な資源と同時に、所得と雇用を生み出し、
経済に大きく貢献している。2011 年、森林セクターはモザンビークの GDP に約 3 億 3,000
万ドルを貢献し、2 万 2,000 人を直接雇用し、また、2016 年には、GDP に約 13.7%の貢献
をした 9。 
 
4-1-2 木材生産・流通の特徴 
1) 木材の生産 

モザンビークでは、119 樹種が商業樹種とされており、5 段階（貴重種、第１種～第４
種）に分けられている（付属資料 4.1）。その内、以下の 6 樹種が国内外のマーケットの需
要から最も多く伐採されてきた：Afzelia quanzensis (Chanfuta)、Dalbergia melanoxylon 
（ Pau Preto ）、 Milletia stuhlmannii （ Jambirre ）、 Pterocarpus angolensis （ Umbila ）、 
Combretum imberbe（Mondzo）、Swartzia madagascariensis（Pau Ferro）10。 

モザンビークの森林は国が所有しており、天然林の商業用伐採は、資格を有する事業者
が政府との契約のもと実施する。伐採制度は、大規規模で長期的な事業である森林開発コン
セッションと小規模で短期的なシンプルライセンスの 2 つに分かれる。シンプルライセン
スを所持する事業者が大多数を占め、2017 年は、624 件のシンプルライセンスが発行され、
コンセッションは 193 件であった 11。 

2020 年には Decreto nr. 25/2020 によってコンセッションとシンプルライセンスの新規
発行が停止され、現在はそれ以前に許可を受けた事業による伐採のみが実施される。 

 
 
 
 
 

9 World Bank(2018) 前掲 
10 Muianga & Norfolk (2017) Investimento Chinês no Sector Florestal Moçambicano. IIED Relatório do país. IIED, 
Londres. Outubro, 2017; Magalhães, T. (2018) Inventário florestal nacional. Relatório Final. Direcção Nacional de 
Florestas. Ministério da Terra, Ambiente e Desenvolvimento Rural. Agosto 2018. 
11 World Bank(2018) 前掲 
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図 4.2 コンセッションとシンプルラインセス伐採許可量（2014年～2017年） 

 

注）黒色（コンセッション）；灰色（シンプルライセンス） 

出典：DINAF(2017, 2018, 2019, 2020)12を基に作成 

 
丸太と製材が主要な木材製品であるが、モザンビークでは、パーケットやベニヤ、合板

も生産されており、政府は木材加工産業の促進を図っている。2017 年に製材生産量が大幅
に増加したが（図 4.3）、これは、原木輸出の禁止（Lei 14/2016）が実施されたことによる
と考えられる。モザンビークには、製材所や合板、ベニヤ、パーケット工場がどれくらい存
在するのか公式な情報はない。しかし、Muianga and Norfolk（2017）の調査では、160 以
上の製材所が確認された。また、世界銀行（2018）13によると、モザンビークには約 200 の
製材所があり、そのうち 47％は小規模の工場と推定される。 

12 DINAF (2017, 2018, 2019, 2020 ) Relatório Anual de Actividades: 2017; 2018; de Janeiro a Setembro 2019; do I 
Semestre 20202  
13 World Bank(2018) 前掲 
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図 4.3 モザンビークの丸太と製材生産量（2014年～2019 年） 

 
注）黒色（丸太）；灰色（製材） 

出典：国家統計院（INE）（2019, 2020）14 

 
パーケットの生産量は継続的な伸びを示しており、2018 年には大幅に生産量が増加した

（図 4.4）。 
  

図 4.4 モザンビークのパーケット生産量（2014年～2018 年） 

 
出典：国家統計院（INE）（2019, 2020）15 

 
合板の生産量は 2014 年から 2016 年にかけて大幅に減少した。2016 年から 2017 年にか

14 INE (2019) Anuário Estatístico 2018. Statistical yearbook 2018. Instituto Nacional de estatística. 2019; INE (2020) 
Anuário Estatístico 2019. Statistical yearbook 2019. Instituto Nacional de estatística. 2020. 
15 INE（2019）前掲 
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けてやや増加傾向を示したが、それ以降は減少傾向にある（図 4.5）。 
 

図 4.5 モザンビークの合板生産量（2014～2018 年） 

 
出典：国家統計院（INE）(2019)16 

 
2) 天然林由来の木材製品の輸出 

表 4.2 に 2014 年から 2020 年までの木材製品タイプ毎の輸出量を示す。 
 

表 4.2 木材製品の輸出量 
木材製品 単位 2014 2015 2016 2017 2018 2019 
丸太 m3 147.517 148.093 187.747 87.579 0 19.395 
製材 m3 373.769 272.858 334.003 661.756 1.893.268,83 61.371 
ボード m3 N/A N/A N/A N/A N/A 33.366 
板材 m3 N/A N/A N/A N/A N/A 6.440 
柱 m3 N/A N/A N/A N/A N/A 42 
Crossbeams m3 1.092 806 847 148 31.273,55 24 
Laths m3 N/A N/A N/A N/A N/A 4.334 
家具の部品 m3 N/A N/A N/A N/A N/A 91 
パーケット m2 169 1.891 1.332 6.678 38.283.69 15.956 
ベニヤ m2 129 97 29 26 7 N/A 
パネル N/A N/A N/A N/A 3.160 0 N/A 
出典：出典：DINAF(2017, 2018, 2019, 2020) 17 を基に作成 

16 INE (2019) 前掲 
17 DINAF (2017, 2018, 2019, 2020) 前掲 

0

20

40

60

80

100

120

140

2014 2015 2016 2017 2018 2019

Vo
lu

m
e 

m
2

104



 
木材の輸出額は 2 億米ドルを超え、年間 GDP の約 2％に相当する 18。2015 年から 2017

年までの期間に、木材製品の輸出による税収は平均 2000 万ドル/年であった 19。FLEGT
（2014）20によると、ベイラ港（Beira）、ナカラ港（Nacala）、ペンバ港（Pemba）が木材
の主な出港地である。 

世界銀行（2018）21によると、モザンビークの木材輸出は中国向けによってほぼ独占さ
れ、特に Dalbergia melanoxylon（Pau Preto）、Pterocarpus angolensis（Umbila)、Afzelia 
quanzensis（Chanfuta)、Millettia stuhlmannii（Jambire）が集中的に取引されている。図 4.6
及び図 4.7 が示すよう、2009 年以降、丸太など木材（粗のもの）（HS コード 4403 類）と製
材等の木材製品（HS コード 4407 類）の輸出が急激に増加した。2018 年には HS コード
4403 類の輸出総額（2.46 億米ドル）のうち 99%以上が、HS コード 4407 類（0.38 億米ド
ル）の 80％が対中国輸出であった 22。Egas 等（2018）の調査によると、中国に輸出された
木材は主に家具や床材に利用される 23。 

さらに、中国の資本や企業はモザンビークで伐採から加工、輸出のサプライチェーン全
体に関わっている。Muianga ＆ Norfolk (2017)24は、少なくともコンセッションの 60 事業
は中国資本であると報告する。また、IIED の報告書 25は、モザンビークで伐採と加工を実
施する 700 社以上の事業者を特定し、これらのうち、200 以上が中国資本であると推定す
る。 

輸出に占める高い割合と資本の進出から、中国はモザンビークの森林資源利用と林業セ
クター対して重要な影響を持つことが考えられる。またモザンビークは、中国にとって重要
な熱帯木材供給国であり、2014 年から 2018 年の期間は、パプアニューギニア、ソロモン諸
島、赤道ギニアに次いで量ベースで中国への熱帯丸太の供給国第 4 位であった 26。一方で、
中国へ輸出される木材の違法性が指摘されており（4-1-4 違法伐採に関する関連情報）、

18 Agripro Ambiente (2019) Ordenamento territorial e valorização de perdas e benefícios. Apoio à formulação da Agenda 
Estratégica 2018-2035 e Programa Nacional de Florestas. 2019. 
19 MITADER(2019) Forest Agenda 2035 and National Forest Program (Version after multi sectorial harmonization 
meeting) 
20 FLEGT (2014) Forest Governance and Timber Trade Flows Within, to and from Eastern and Southern African 
Countries. Mozambique Study 
21 World Bank (2018) 前掲 
22 中国向け主要樹種として Dalbergia melanoxylon, Pterocarpus angolensis, Afzelia quanzensis, Millettia stuhlmannii H 
が挙げられる。 
23 Egas, A F, Ren, P, Zhang, J, Júnior, E U, Bila, NF and Sitoe, E C. (2018). Tackling discrepancies in timber trade data: 
comparing China and Mozambique. IIED Issue Paper. IIED, London 
24 Muianga, M. e Norfolk, S. (2017) Investimento Chinês no Sector Florestal Moçambicano. IIED Relatório do país. 
IIED, Londres. Outubro, 2017. 
25 Macqueen, D (ed.) (2018) China in Mozambique’s forests: a review of issues and progress for livelihoods and 
sustainability. Research report. IIED, London.  
26 Oliver, L (2019) Statistical Overview: regional trade trends in the context of VPAs Presentation for APFW, Incheon, 
June 2019 Independent Market Monitoring (IMM)  
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2018 年 6 月、モザンビークと中国は木材加工と貿易の促進を目的に覚書（MOU）を結ん
だ。覚書では、両国は、森林生産と貿易データに関する協力、木材加工業に対する中国・モ
ザンビーク投資の誘致、中国・モザンビークの民間パートナーシップにおける持続可能な森
林管理のためのインセンティブの創出、二国間の検証システムを通じた違法伐採対策に向
けた協力を約束した 27。さらに、中国企業である Ghanzhou Feishang Supply Chain 
Management Company Limited と Shunjinyuan Africa Investment Company Limited とモザ
ンビーク政府が所有する FUNDINVEST SA の 3 社は、森林セクターにおける長期的な戦
略的協力関係を形成する合意を結んだ 28。協力合意には、家具サプライチェーンに関するモ
ザンビークの技術者の育成や家具産業システムの確立などが含まれる。 
 
図 4.6 HS コードの 4403 の輸出（中国とその他）の推移 

 

注）2015 年データなし 

出典：UN COM Trade29から作成 

 
 

27 IISD プレスリリース<https://www.iied.org/crucial-agreement-china-creates-opportunity-protect-mozambiques-
forests-report-says＞ 
28 Macqueen, D (ed.) (2018) 前掲 
29 UN COM Trade <https://comtrade.un.org/data/> 

0

10

20

30

40

50

60

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

（百万米ドル）

中国

その他国

106

https://www.iied.org/crucial-agreement-china-creates-opportunity-protect-mozambiques-forests-report-says
https://www.iied.org/crucial-agreement-china-creates-opportunity-protect-mozambiques-forests-report-says
https://comtrade.un.org/data/


図 4.7 HS コード 4407類の輸出の推移（中国とその他国） 

 
注）2015 年データなし 

出典：UN COM Trade30から作成 

 

3) 植林地からの木材生産と輸出 
モ ザ ン ビ ー ク 政 府 が 2009 年 に 策 定 し た 「 森 林 再 生 戦 略 （ Estratégia para o 

Reflorestamento）」では、2030 年までに 100 万 ha の植林地を造成し、25 万人の雇用を創
出するという目標が掲げられている 31。同戦略は、森林再生のための民間投資を 100 万ド
ル呼び込み、また木材製品の輸出を通じて、少なくとも年間 15 億米ドルの収入を得ること
も目標とする。 

モザンビークでは、バイオマス燃料用の樹種としてユーカリが、産業用（製材用）とし
てマツが植林され、植林地面積は増加傾向を示す（表 4.1）。しかしながら、植林地面積は
2020 年において 7.4 万 ha（森林面積全体の約 0.2％）であり、木材生産を目的とした産業
造林はあまり成功しているとは言えない。ノルウェイ、フィンランド、ポルトガル等の会社
が産業植林に投資を行ってきたがこれらの事業は順調ではない。世界銀行は、低い生産性と
高い生産コスト、市場へのアクセス、そして不安定な土地利用権と地域コミュニティとの紛
争等、産業造林を促進するための課題を指摘する 32。地域コミュニティとの土地権に関する
問題から、モザンビークの複数の市民社会組織は、ノルウェイ資本の企業である Green 
Resources やポルトガル企業の Portucel 等とモザンビーク政府に対して、割り当てられてい

30 UN COM Trade <https://comtrade.un.org/data/> 
31 Direcção Nacional de Terras e Florestas (2009) Estratégia para o Reflorestamento, Maputo, Julho 2009, Ministério da 
Agricultura  
32 World Bank(2018) 前掲 
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た土地を地域コミュニティに譲渡するようキャンペーンを行っている 33。 
現在、植林木のほとんどは国内消費に使われているが、今後、植林木の国内需要は急速

に拡大すると予測されている。急成長する建設業や電力網の拡大に伴い送電線用の電柱や
建設用木材の需要が伸びており、モザンビークにおける産業用丸太材（丸太）の消費量は、
2014 年の 240 万 m3 から 2040 年には 630 万 m3 に増加すると推測される 34。 

なお、日本企業の双日株式会社は、モザンビークに Sojitz Maputo Cellulose, Limitada
（SOMACEL 社）を設立し、南アフリカおよびエスワニティのユーカリやアカシアの植林
地から原木を調達し、モザンビークに輸送し、木材チップを加工・製造を行っていた 35。こ
のために図 4.8 の示すよう、日本への木材チップ輸出が行われた。しかしながら、この事業
は現在実施されておらず、2018 年以降日本へのチップ輸出は見られない。また、上述のポ
ルトガル企業 Portucel の親会社である Navigator Group は、モザンビークに木材チップ工
場建設を予定していたが、市場や工場建設の条件が整っていないことから建設を保留する
という決定を 2018 年に行った 36。 

 
図 4.8 木材パルプ・チップの輸出推移 

 
出典： Research Trade Earth37 から作成 

33 World Rainforest Movement <https://wrm.org.uy/articles-from-the-wrm-bulletin/section1/green-resources-
mozambique-more-false-promises/> 
34 World Bank (2016) Republic of Mozambique: Improving the Business Climate for Planted Forests, Final report. 
Report No. ACS18952. World Bank. Washington, D.C  
35 双日株式会社＜https://www.sojitz.com/jp/news/2011/07/20110701.php＞ 
36 Club of Mozambique <https://clubofmozambique.com/news/navigator-freezes-factory-project-in-mozambique/> 
37 Research Trade Earth 
<https://resourcetrade.earth/?year=2012&exporter=508&category=128&units=value&autozoom=1> 
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4-1-3 森林認証システムの導入状況 
モザンビーク政府は森林認証促進を方針に掲げており、2020 年に承認された新たな「国

家森林政策及び実施戦略（Política Florestal e Estratégia da sua Implementação）」では、国
内の認証基準の導入が提案されている。 

しかしながら、現時点では森林認証制度の活用は限られている。国内の認証制度は構築
されておらず、PEFC 認証制度はモザンビークではない。2021 年 1 月時点において森林管
理協議会（FSC）による認証が森林管理（3 件）、管理木材（1 件）、CoC（1 件）という状況
である(表 4.3)。 

 
表 4.3 モザンビークの FSC森林管理・CoC認証一覧 
ライセンス番号 認証 事業者 認証林面積 有効期限 
FSC-C005219 FM LevasFlor, Lda 46240.00 ha 2022-04-09 
FSC-C104756 CW、CoC Mpingo Madeiras Lda. - 2022-02-14 

FSC-C107952 FM 
Niassa Green 
Resources 

4426.23 ha 2021-10-02 

FSC-C154439 FM Mpingo Madeiras Lda 67250.00 ha 2025-01-08 
出典：FSC データベース 38を基に作成 

 
4-1-4 違法伐採に関する関連情報 

モザンビークでは、国際機関、研究機関、NGO、メディアによって違法木材のリスクに
ついて指摘されており、政府も取締りと違法木材の押収について報告している。 

FAO-EU の FLEGT プログラムによるレポート(2014)39は、2011 年の許可された伐採量、
木材輸入量、木材輸出量、国内消費量を分析した結果、その年にモザンビークでは 90 万～
220 万 m3 の木材が違法に伐採され、伐採の 79～92％が無許可であったと推定する。さら
に、すべての貴重種と第 1 級樹種の伐採量が、許可された量を超えていたと報告する。 

国際的な環境 NGO である EIA（Environmental Investigation Agency）が 2014 年に発表
した調査報告書 40によれば、過去 7 年間におけるモザンビークで行われた森林伐採の 81％
は違法伐採であり、2013 年においては、伐採の 93％が違法であると推測される。同報告書
は、更に 2013 年にモザンビークから中国に輸入された丸太 516,296m3 のうち 46％は違法
な取引によるものと指摘している。また、WWF（世界自然保護基金）と IUCN（国際自然
保護連合）の共同事業として設立され Traffic は、2009 年以降、モザンビークからタンザニ

38 FSC ＜https://info.fsc.org/certificate.php#result > 
39 FLEGT (2014) 前掲  
40 EIA (2014) First Class Crisis: China's Criminal and Unsustainable Intervention in Mozambique's Miombo Forests, 
Environmental Investigation Agency UK Ltd 
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アへの天然木材の密輸が増加していると指摘する 41。違法取引の量と市場について実態を
把握することは難しいが、2011 年には 2,000m3 の木材がタンザニアに輸出され、そのほと
んどが違法木材であったと報告する。 

森林資源と林業全般を管轄するモザンビーク政府機関である国家森林総局（DINAF）は、
2015 年と 2018 年に伐採事業の評価を実施した。この評価は、事業者の法制度遵守につい
て評価し、持続可能な森林管理・利用を促進するための対策を提案することを目的とし、モ
ザンビークの国立大学であるエドゥアルド・モンドラーネ大学（Universidade Eduardo 
Mondlane：UEM）が開発した評価ツールを基に、シンプルライセンスとコンセッションに
ついて検査を実施した 42。2015 年の評価では、特定された 1081 事業の内、905 事業が検査
を受けた（内訳：シンプルライセンス 741 事業；コンセッション 165 事業）。第 2 回目の評
価（2018 年）では、シンプルライセンス（782 事業）、コンセッション（220 事業）が対象
となった。調査の結果、評価対象となったシンプルライセンス事業、コンセッション事業の
多くが法遵守に問題があることが示された。伐採・搬出・運搬に必要な設備を有していない
こと、技術者の配置が不十分なこと等、多くの事業者が承認された森林管理計画を実行する
能力を持っていないことが判明した。さらに州政府が管理する事業者の情報はデジタル化
されておらず、また情報が完全ではなく、統合されていない問題も指摘された 43。 

モザンビーク政府は、林業セクターの改革の一環として 2017 年に違法木材の取締りと
押収を目的に、カボ・デルガド州、ナンプラ州、ザンベジア州、テテ州、マニカ州、ソファ
ら州の 6 州で「Operação tronco」という取締りプログラム 44を実施した。取締りプログラ
ムは、ベイラ港、ケリマネ港、ナカラ港、カボ・デルガド港も対象とし、223,376.42m3 の
丸太、18,293 本の製材及びその他の木材製品の検査が実施された。取締りの結果、
Pterocarpus angolensis（Umbila）、Afzelia africana（Chanfuta）、Libidibia ferrea（Pau Ferro）、
Combretum imberbe（Mondzo）、Dalbergia melanoxylon（Pau Preto）、Pterocarpus tinctorius
（Nkula）、Guibourtia conjugata（Chacate Preto）等の丸太 135,159m3、加工又は半加工材
15,823m3 が押収された 45。摘発された違反には、規定されたサイズ以下の樹木の伐採、承
認された量を超過した伐採や木材の輸送、許可の無い伐採が含まれる。その結果、2,639 件
の違反に対して合計 7 億メティカル（約 1,140 万米ドル）の罰金が課せられ、330 事業者が

41 Lukumbuzya, K. and Sianga, C. (2017) Overview of the Timber Trade in East and Southern Africa: National 
Perspectives and Regional Trade Linkages. TRAFFIC and WWF. Cambridge, UK. TRAFFIC. 
42 Bila, A.; Egas, A.; Remane, I.; (2017) Avaliação dos operadores florestais em Moçambique: concessões florestais e 
licenças simples. 8º Congresso Luso-Moçambicano de Engenharia/ V Congresso de Engenharia de Moçambique. 
Maputo, 4-8 Setembro 2017, Ed: Silva Gomes, J.F. et al. 
43 MITADER (2019) Avaliação de operadores florestais em 2018 (Resumo para divulgação).  
44 MITADER <https://www.mitader.gov.mz/press/governo-desencadeia-operacao-tronco-nas-provincias-de-cabo-
delgado-nampula-zambezia-tete-manica-e-sofala/> 
45 SMA (2017) Análise do impacto da reforma legal no sector florestal. Sheila de Menezes Advogados (SMA). IIED. 
Relatório do país. Outubro, 2017. 
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事業の停止処分となった 46。 
表 4.4 に 2012 年から 2016 年の間の丸太の伐採許可量、輸送許可量、押収された量を取

りまとめる。伐採許可量と輸送許可量の違いは、以下が理由として挙げられる： 
 伐採された全ての木材が丸太として輸送されるわけではなく、森林開発コンセッショ

ンでは、丸太は区域内の施設で加工され、製材等加工木材として輸送される。 
 伐採された丸太がすべて同じ年に輸送されるとは限らない（降雨による道路網の悪化

や機械の故障等による）。 
 

表 4.4. 丸太の伐採許可量、輸送許可量、押収量 
年 伐採許可量（m3） 輸送許可量（m3） 押収材（m3） 

2012 321,370 178,210 N/A 
2013 212,711 102,588 1,542.20 
2015 129,798 88,278 N/A 
2016 169,425 N/A 42,616 

出典：国家森林総局（DINAF）年間報告書を基に作成  

 
押収された木材は、オークションで公売が可能である（森林・野生生物法第 45 条）。オ

ークションで購入された木材は合法とみなされ、国内市場で消費、または輸出が可能となる。 
大規模な違法木材摘発は、ニュースメディアによっても報告されている。2020 年 8 月

に、カボ・デルガド州でモザンビーク企業と中国企業が所有する中国向けの 102 のコンテ
ナが押収され、違法な取引に関与したとして、州政府や税関職員の計 9 人の公務員を逮捕
したと報じ、また政治家の関与も指摘している 47。モザンビークでは原木輸出が禁止されて
いるのも関わらず、78 のコンテナが丸太を積載していた 48。 

隣国であるザンビアで伐採された木材がモザンビークに輸送され、中国に違法に輸出さ
れる問題もメディアによって報道された 49。ローズウッドなど中国で需要の高い樹種が他
国で違法に伐採され、モザンビークに密輸、原木のまま中国に輸出される事例が指摘される。 
  

46 Portal do Governo de Moçambique <https://www.portaldogoverno.gov.mz/por/Imprensa/Noticias/Operacao-tronco-
MITADER-reitera-producao-de-800-mil-carteiras> 
47 Moza24Horas <https://en.moz24h.co.mz/post/contrabando-de-madeira-continua＞ 
48 Club of Mozambique <https://clubofmozambique.com/news/mozambique-over-100-containers-of-illegal-timber-
seized-in-pemba-port-169029/>  
49 Carta de Mozambique <https://www.cartamz.com/index.php/politica/item/6439-carta-ao-leitor-mocambique-
abraca-o-contrabando-transnacional-de-madeira>  
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4-2 林業セクター法制度と行政の体制 
4-2-1 法制度 

1999 年に策定された森林・野生生物政策が制度の基礎となっているが、2015 年 11 月に
森林セクターの改革プロセスが発表され、2018 年から 2019 年の間に見直しが行われた。
この結果、新たな「国家森林政策及び実施戦略（Política Florestal e Estratégia da sua 
Implementação）」を 2020 年 2 月に決定し（Resolução nr. 23/2020）、これに基づき森林・
野生生物法及び関連法令の見直し等が行われると考えられる 50。 

以下に、林業分野に関する近年の主な改正と政府の取組を示す： 
 2015 年：新規シンプルライセンスとコンセッションの発行を 2 年間停止（Decreto nr. 

40/2015） 
 2015 年 9 月：WWF の働きかけにより、国境を越えた違法伐採取引の解決を図るため、

モザンビーク、タンザニア、ケニア、ウガンダ、マダガスカルの各国森林担当局長レベ
ルによる木材・木材製品の違法取引の撲滅に関する宣言書の署名 

 2015 年と 2018 年：シンプルライセンスとコンセッションの評価（上述：4-1-4 違法
伐採に関する関連情報） 

 2016 年：Swartzia madagascariensis（Pau Ferro）の 5 年間の伐採の禁止（Diploma 
Ministerial nr.10/2016） 

 2016 年：新たに設立された国立環境管理庁（AQUA）と国家検査局（Serviço Nacional 
de Fiscalização）への森林法執行権限の移管（進行中）（Decreto nr. 2/2016） 

 2016 年～2017 年：Operação tronco の実施：（上述：4-1-4 違法伐採に関する関連情
報） 

 2017 年：原木の輸出禁止と加工木材輸出法規則の改正（Lei nr. 14/2016 及び Decreto 
nr. 42/2017） 

 2017 年：加工木材の輸出を促進するために事業体 FundInvest を土地・環境・農村開発
省（MITADER）が設立 

 2017 年：国有林インベントリの更新 
 2018 年：2018 年期間中の伐採又は輸出禁止の樹種を指定（後述：4-2-3, 2）保護地域

及び樹種（２）保護樹種）（Despacho nr. 29/3/18） 
 2018 年：中国との MoU の締結 
 2020 年：新規伐採事業（シンプルライセンスとコンセッション）申請の一時停止

（Decreto nr. 25/2020） 
 
4-2-2 行政の体制 

モザンビークでは、2020 年の第 2 次ニュシ政権発足に伴う省庁再編が行われた。表 4.5

50 国際協力機構（JICA）専門家へのインタビュー 
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に 2020 年 12 月時点における国レベルの森林管理・伐採に関連する省庁、行政機関を示す。
森林資源を所管するのは、省庁再編で土地・環境・農村開発省（MITADER）から新たに設
立された土地・環境省（MTA）の組織である国家森林総局（DINAF）である。MTA のう
ち森林犯罪取締は国家環境品質管理機関（AQUA）が行う。また、ニアッサ特別保護区、リ
ンポポ国立公園などの国家保護区や特別保護区の管理は保全地域国家管理庁（ANAC）が所
管する。植林を所管する部署は MTA ではなく農業・農村開発省（MADER)の国家農業・林
業総局（Direcção Nacional de Agricultura e Silvicultura）である 51。 

 
表 4.5 モザンビークの林業セクター（伐採、加工、貿易）に係る政府機関 
組織名 森林分野に関する役割と責任 

土地・環境省 (MTA) 

• 森林分野の法令、戦略、政策、規則や手順の提案、作成と導
入 

• 年間輸出計画の承認 
• 加工木材の税率を決定 
• 木材輸出の監督 
• 森林・野生生物インベントリおよび管理計画を策定するた

めの森林コンサルタントの認定 

産業貿易省(MIC) 
• 貿易事業者の登録 
• 財政証明書の発行 

経済・財務省  (MEF)及び
税務局  

• コンテナ・梱包の手続き 
• 輸出許可証の発行 
• 木材輸出の監督 

国家森林総局（DINAF） 

• MTA の機関 
• 森林資源の持続的管理に係る規則や手順を策定 
• 森林資源利用に係るライセンス発行、監督、管理、モニタ

リングを担当 
• 林業活動のモニタリング 
• 木材輸出の許可 

国家環境品質管理機関： 
（AQUA） 

▪ MTA の機関 
▪ 森林犯罪取締（森林管理・伐採、輸送、輸出）を担当 

 
モザンビークの地方行政は、10 州と首都（州に相当）に分かれ、各州には、州土地・環

境 ・ 農 村 開 発 局 （ Direcção Provincial de Terra, Ambiente e Desenvolvimento Rural: 
DPTADER）とその下に州森林・野生生物サービス（Serviços Provinciais de Florestas e Fauna 

51 農業・農村開発省（MADER)<https://www.agricultura.gov.mz/instituicional/ministerio/estrutura-
organica/direccao-nacional-da-agricultura-e-silvicultura/> 
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Bravia: SPFFB）52 が設置され、SPFFB が以下のような州レベルの森林業務を管轄してい
た： 
 森林管理計画の審査 
 伐採ライセンスの発行 
 木材輸送許可証の発行 
 検査所での輸送木材検査 
 木材加工場の登録 
 木材製品の検査と植物検疫証明書の発行 
 輸出コンテナ梱包の監督. 
 輸出許可証の発行 

 
しかし、2019 年 10 月のモザンビーク大統領選挙後に地方行政・組織の枠組みも改変が

行われ、州レベルにおける森林行政体制に関して変更が図られる。選挙で選ばれる州知事に
加えて、各州には、国の機能を遂行することを責務とする州国務長官（Secretário de Estado 
na Província）を大統領が任命し、その下には州環境サービス（Serviço Provincial do 
Ambiente：SPA）が新たに設置された（Decreto nr. 63/2020）。また DPTADER は、州土
地開発・環境局（Direcção Provincial de Desenvolvimento Territorial e Ambiente: DPDTA)
と変更され、州知事の下に置かれる。 

これまでは、SPFFB が州レベルの森林行政を担当していた。しかしながら、Decreto nr. 
63/2020 によると、あらたに設立された州国務長官の下の SPA が伐採、木材製品の輸送及
び輸出の許可と関連文書準備を含む州レベルの森林関連業務全般を担うことになる 53。 

州の下の郡レベルでは、郡社会経済活動サービス（SDAE）が普及活動などを実施する。 
  

52 SPEEB は、SPFF または SPF と呼ばれる場合もある。 
53 国家森林総局（DINAF）スタッフへのインタビュー 
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4-3 伐採制度  
4-3-1 法令の概要と運用状況 

表 4.6 に森林管理・伐採に係る法令、規則等を取りまとめる。 
 

表 4.6 森林伐採に係る法令 
法令／法令番号 制定年 説明 

森林・野生生物法（Lei nr.10/99.） 
1999 年 7

月 7 日 

森林と野生生物資源の保護、保全、持続可能な利用

に関する基本的な原則と規範を定める。森林の伐採

制度、流通について規定する。 

森林・野生生物規則（ Decreto 

nr.12/2002 

 

2002 年 7

月 6 日 
森林・野生生物法の実施規則 

Despacho de Regulamento da Lei 

nr. 10/99. BR 12/2004 Série I 

2004 年 3

月 24 日 

森林および野生生物資源のインベントリ作成およ

びコンサルタントについて規定する 

Decreto nr. 76/2011 da Lei nr. 

10/99. BR 52/2011 Series I） 

2011 年 12

月 20 日 

森林・野生生物法規則で定められた罰金更新を規定

する 

Decreto nr. 30/2012. BR 31/2012 

Series I 

2012 年 8

月 1 日 

シンプルライセンスと植林地開発に関する要件と

条件を定め、植林地開発のインセンティブを規定す

る 

Diploma Ministerial nr. 293/2012 
2012 年 11

月 7 日 

森林・野生生物法規則で定められた、森林や野生生

物の資源へのアクセスや利用、国立公園や保護区で

の観光料金を更新する 

Diploma Ministerial nr. 16/2017  
2017 年 2

月 8 日 
森林伐採と輸送に関する書類の様式を更新する 

 
いくつかの研究 54は、法制度の実施が十分でないこと、とくに地域間で実施に一貫性が

ないことを指摘する。その原因として州・群によっては、法律や手続きに関する知識が十分
でないこと、森林管理に必要な資源が不足していること、技術的な知識を持つ職員の数や彼
らの移動手段が限られていることなどが挙げられる。行政による取締りは、主に道路上に設
置された検査所での輸送される木材の検査による。伐採事業の数と広大な面積、そして人
材・予算・必要手段等の不足から、伐採現場における監督がほとんど行われないという状況

54 Aquino et al (2017a) 前掲；Bila, A. (2005) Estratégia para a fiscalização participativa de florestas e fauna bravia em 
Moçambique. DBFFB/FAO. Janeiro 2005; Muianga, M. e Norfolk, S. (2017) 前掲；SMA (2017) 前掲; UEM (2013) 
Avaliação do desempenho das concessões florestais em Moçambique. Universidade Eduardo Mondlane (UEM). 
DNTF/MINAG. Maio, 2013. 
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が指摘される 55。 
 

4-3-2 伐採に関する許認可制度の状況及び許可証等の法令に基づく書類の概
要 
1) 伐採制度 

森林・野生生物法（1999 年）と森林・野生生物規則（2002 年）により、森林管理と木材
生産に関する制度が定められる。森林・野生生物法は、森林を国の所有権の下に置き、長期
かつ大規模の伐採権（森林開発コンセッション）と短期かつ短期間の伐採権（シンプルライ
センス）を規定する。この 2 つの伐採権は天然林の択伐である。また植林地は、国土保全用
植林、エネルギー植林、産業植林の 3 種類に区分される。 

閣議は毎年、森林資源の持続可能な管理を保証するために、森林インベントリに基づき、
各州で伐採される木材の割当量を樹種別に決定する。 

在来樹種の伐採（森林開発コンセッションとシンプルライセンス）には、毎年 1 月 1 日
から 3 月 31 日までの閉鎖期間が設けられ、その期間中は、丸太の伐採と伐採地から集材所
までの搬出が禁止となる。 

なお、2020 年には Decreto nr. 25/2020 によってコンセッションとシンプルライセンス
の新規発行が停止され、現在はそれ以前に許可を受けた事業による伐採のみが実施される。 

 
（1）森林開発コンセッション 

森林開発コンセッションは、モザンビークと海外の個人・法人が取得できる。コンセッ
ションの期限は、最長 50 年間、更新可能となっている。森林開発コンセッションの承認は
その事業規模によって州知事（20,000 ha を上限とする事業) 56、土地・環境大臣（20,000～
100,000 ha の事業）、閣議（100,000 ha 以上の事業）に分かれる（森林・野生生物規則第
26 条）。 

コンセッション事業では、事業者は以下の基準を満たす木材の加工施設を有すことが義
務付けられる（Diploma Ministerial nr. 54/2018）： 
 投資額：750 万メティカル（約 100 万円相当）以上 
 設置電力：10 KVA 以上 
 労働者：20 人以上 
 1 日あたりの生産量：5m3 以上 
 原料置き場 
 最低限の稼働可能な木材加工用機械（切断用鋸 1 台、面取り機 1 台、平行ガイド 1 台、

鋸目立て機 1 台） 

55 井上(2017) REDD+ランドスケープアプローチとモザンビーク土地法のレジリエンス, 博士論文, 東京大学 
56 ただし、Decreto nr. 63/2020 により、この責務は州国務長官によって実施されるものと考えられる（国家森林総局
（DINAF）スタッフへのインタビュー）。 
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森林開発コンセッション契約を締結し、1 年間の伐採ライセンス（Licença de Exploração 

Florestal）（付属資料 4.2）を取得した事業者は、承認された森林管理計画に基づき伐採を
行う。以下に、申請から伐採、木材の輸送までのプロセスを記す 57： 

 
1. 申請者による準備 
 対象地域のマッピング 
 森林インベントリの作成 
 事業実現に必要な手段の特定と技術・加工能力の構築 
 対象地域のステークホルダーの特定と地域コミュニティへのコンサルテーション 

2. SPA による書類検査 
3. SPA による技術検査 
4. SPA によるプロセスの承認  
5. コンサルタントによる森林管理計画書の作成 
6. SPA による森林管理計画の書類審査 
7. 州国務長官よる承認 
8. DINAF による管理計画の評価と最終承認 
9. コンセッション契約の締結 
10. 面積に応じた森林コンセッション料（毎年）の支払い 
11. SPA による加工施設と社会インフラの検査 
12. 事業者による伐採ブロックの設定 
13. 年間伐採量に応じた伐採料の支払い 
14. 年間伐採ライセンスの発行 
 

森林インベントリと森林管理計画は、土地・環境省 (MTA)から認定を受けた国内または
海外のコンサルタントによって作成される。森林開発コンセッションの管理計画には、樹種、
年間伐採量、製品タイプ、加工・産業に関する計画、マーケット、林業機械、生産コスト等
の情報が含まれる。環境影響評価（EIA）は要件ではないが、管理計画には環境への影響と
その対策に関する情報が含まれる。また、コンセッション地域のマッピングは必要であるが、
伐採対象樹木の詳細な位置情報は求められない。 

作成された森林管理計画は、SPA によって審査され、対象地域のその他土地利用許可と
の重複の有無、伐採の可能性、申請者の適性と事業運営能力、木材加工能力など確認される。
対象地域がその他の有効な土地利用許可と重複していない場合、その証明書（Certidão 
Negativa）が発行される（付属資料 4.3）。書類審査のあとに、技術的検査が行われ、森林

57 以前は、州レベルにおける検査と承認は SPFFB が実施していたが、Decreto nr. 63/2020 によってこれらの責務は
SPA が実施することになる（国家森林総局（DINAF）スタッフへのインタビュー）。 
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蓄積量、提案された伐採量を達成する可能性、森林植生等が確認される。検査が終了すると、
SPA による承認書が州国務長官を介し、国家森林総局（DINAF）に送付され、コンセッシ
ョンの契約が締結される。 

森林開発コンセッションの契約書には以下の内容が示される： 
 伐採する樹種 
 契約期間 
 地域社会の共同参加と利益（地域社会との信頼性の高い協議を確保し、利権契約の期間

中、地域社会の参加を確保する）。 
 契約者（事業者）による活動の管理及び監視メカニズム  
 契約開始最初の 5 年間の樹種毎の伐採上限量  
 加工施設と必要インフラ（例：伐採キャンプ）の計画 

 
契約締結後に、コンセッション事業者は、年間の伐採ライセンスの申請を行う。ライセ

ンスの取得には、事業者は、SPA よる木材加工施設と社会インフラの検査を受け、年間の
コンセッション料と伐採料を支払い、森林管理計画に基づき現場に伐採ブロックを設置す
る必要がある。さらに、コンセッション事業者は、政府に許可された検査官の雇用 58が必要
とされる。また、労働者を募集するときは、地域コミュニティの住人を優先すること、そし
て地域コミュニティの自家消費のための当該地域の天然資源の利用を許可することが義務
付けられる（森林・野生生物法第 32 条）。 

 
（法令遵守リスクに関する情報） 

UEM（2013）59が行った森林開発コンセッションの調査では、対象とした 26 コンセッ
ション事業において森林管理計画が承認される前に、事業者が伐採を開始していたことが
判明した。また、UEM (2013) と Magalhães (2014) 60は、適切な伐採ブロックを設計する
ための明確かつ体系的な基準が定められていないこと、そして実際にはコンセッションの
多くが現場で伐採ブロックを設けずに施行を行っていると指摘する。 
 

（2）シンプルライセンス 
コンセッションが海外の個人・法人も対象とするのに対し、シンプルライセンスはモザ

ンビーク国籍を有する事業者（個人）または有効な商業登録を行った会社のみが取得できる。
シンプルライセンスの契約書は州知事が署名する 61（森林・野生生物規則第 17 条）（付属資

58 検査官は、事業者が法と森林管理計画に従い伐採活動を実施しているか監視し、指導することを目的とする。 
59 UEM（2013）前掲 
60 Magalhães, T. (2014) Análise do Sistema de Exploração dos Recursos Florestais em Moçambique. Justiça ambiental. 
Novembro 2014. 
61 ただし、Decreto nr. 63/2020 により、この責務は州国務長官によって実施されるものと考えられる（国家森林総局
（DINAF）スタッフへのインタビュー）。 
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料 4.4.）。契約期間は 5 年以内（更新可能）で、10,000 ha を超えない面積で実施され、年間
木材伐採量の上限は 500m3／年である。伐採事業者は、簡易管理計画を作成し、年ごとに伐
採料の支払いが必要とされる。 

シンプルライセンスの契約書には以下の内容が含まれる：
 樹種毎の伐採量
 樹種毎の年間伐採上限量
 伐採、搬出、輸送に必要な手段を事業者が所有する証拠
 契約期間
 地域コミュニティの参加と利益
 ライセンスの対象となる地域での活動の管理及び監視メカニズム

事業者がシンプルライセンスによって伐採した木材の加工を行うためには、自前の加工
施設・必要なインフラストラクチャー、または認可を受けた第三者との加工契約を提示しな
ければならない。シンプルライセンスによる木材を手作業やチェーンソーで加工すること
は認められていない。 

Decreto nr 30/2012 は、シンプルライセンスに関する要件を定め、簡易管理計画を作成
する際の技術基準と要件を示している。管理計画には、その地域の主要な樹種を対象とした
森林インベントリ、伐採推定量、品質、性質、年間平均伐採量、使用する機械的手段の情報
が含められる。シンプルライセンスでは、森林管理計画や環境・社会的配慮についてコンセ
ッションに比べてあまり厳しい要件は設定されていない。 

（法令遵守リスクに関する情報） 
FLEGT（2014）62は、申請者が必要最低限の基準を満たしていないにもかかわらず、多

くのシンプルライセンスが発行されており、これらのライセンスは、その後、他の事業者に
売却されると報告する。同報告書は、シンプルライセンス取得者の中には経験と技術を持つ
伐採事業者もいるが、経済的利益に惹かれて新規に参入した他分野の事業者の低い技術力
について指摘する 63。また、Muianga & Norfolk（2017）64は、法律で定められた面積の 6
倍以上の許可が発行された事例を報告する。 

（3）植林地
産業造林の許可をはじめ、産業・農業開発等の許可を取得するには、土地利用権（Direito

de Uso e Aproveitamento de Terra: DUAT）の取得が必要となる。DUAT は森林開発コン

62 FLEGT (2014) 前掲 
63 2001 年の取引価格は、樹種にもよるが 150～300 米ドル／m3（Pau Ferro と Chanate は、500～550 米ドル/ m3）で
あった。 
64 Muianga & Norfolk(2017) 前掲 
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セッションとシンプルライセンスの申請には必要とされない。森林・野生生物規則により造
林の適格性基準が制定され、国土・環境保全目的の植林、バイオマスエネルギーを目的とし
た植林、産業植林のそれぞれに分けて基準が設定された。森林・野生生物法によると、DUAT
の所有者は、自家消費の場合を除き、それぞれの地域に存在する自然の森林や野生生物資源
を利用するためのライセンスが必要となる。DUAT は、保護区の全域と部分的な保護区を
除いて、ほぼ全域で取得することが可能とされる。対象面積によって州知事（1,000ha 以下) 

65、農業大臣（1,000～10,000 ha）66、閣議（10,000ha 以上）がそれぞれ発行する（Decreto 
nr. 30/2012）。 

DUAT の下、造林許可は、モザンビーク国内の法人や個人、地域コミュニティ社会が取
得できる。外国の法人（モザンビークで設立または登記されている）や個人（モザンビーク
に 5 年以上居住している）も、承認された投資プロジェクトがあれば、DUAT を取得する
ことが可能である。外来樹種の植林の場合には、さらに許可を得る必要がある。産業植林を
申請するためには、DUAT の取得、環境影響評価（EIA）の実施、投資プロジェクト許可の
3 つの要件を満たすことが必要となる。 

商業目的、工業目的、エネルギー目的での森林や野生生物の利用には、利用地域内の第
三者のすべての権利を保護しなければならず、また、利用地域内の地域社会が生活に必要な
天然資源を利用する権利を含めて、自由にアクセスできるようにしなければならない。 

森林・野生動物規則（第 38 条）に従い、植林地の伐採については、所有者は SPA に対
して申請を行う必要がある。その際には、植林地のライセンス番号、伐採対象の樹種種及び
量、伐採期間、木材の保管場所を示さなければならない。SPA は申請内容の査察を実施し、
開発許可を交付する。許可証には、遵守しなければならない条件、並びに開発から生じる廃
棄物の処理方法が含まれる。 
 
2) 保護地域及び樹種 
(1) 保護地域 

国立公園と保護区は完全に保護された地域であり、科学的な理由や管理上の必要性があ
る場合を除き、伐採は禁止されている。保護地域面積は約 1300 万 ha に達し 67、ANAC が
監督する。森林・野生生物法規則では、保護地域（国立公園、保護区や、また後述の歴史・
文化的利用と価値のある地域）での例外的な伐採等の活動は、法律に基づく環境ライセンス
が必要となると定めている。また、土地法は、“部分的な保護地域 68”を規定し、そこでの活

65 ただし、Decreto nr. 63/2020 により、この責務は州国務長官によって実施されるものと考えられる（国家森林総局
（DINAF）スタッフへのインタビュー）。 
66 省庁編成により、2021 年 2 月では農業・農村大臣（Ministro da Agricultura e Desenvolvimento Rural）となってい
る＜https://www.agricultura.gov.mz/＞。  
67 MITADER (2017) 前掲  
68 以下の地域が含まれる：水源から 100 メートルまでの土地；ダムや貯水池から 250 メートルまでの土地；鉄道路線
と沿線駅の両側 50 メートルの土地；高速道路、4 車線道路及び、電気、通信、石油、ガス、水道のための施設と導管
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動には、責任当局からの特別な許可を受けなければならないと定める。 
 
（2）保護樹種 

Swartzia madagascariensis（Pau Ferro）は、2016 年に 5 年の期限付きで輸出禁止樹種に
指定された（Diploma Ministerial nr. 10/2016.）。期限終了後には評価が行われ、禁輸の終了
または継続が決定される。また 2018 年の期間中、Pterocarpus tinctorius（Nkula）と
Combretum imberbe（Mondzo）の伐採が禁止され、さらに Afzelia quanzensis（Chanfuta）、
Pterocarpus angolensis（Umbila）、Milletia sthulmanni（Jambirre）を使った木材の輸出が禁
止された（Despacho Ministerial nr. 29/3/2018）。 
 
（3）ワシントン条約 

モザンビークは 1981 年にワシントン条約に加盟し、批准した。ワシントン条約の管理当
局は土地・環境省（MTA）の National Administration of the Conservation Areas であり、
科学当局はエドゥアルド・モンドラーネ大学（UEM）である。 

モザンビークには 110 の CITES 種が存在するが、商業用木材として利用されているも
のはなく、園芸や食料源としての利用が一般的である 69。Prunus Africana は附属書Ⅱ70に
掲載されているが、主に薬用として利用されている。他に Diospyros vera も附属書Ⅱに掲
載されている。2019 年には周辺国と連携し、Pterocarpus tinctorius（Nkula）をワシントン
条約附属書 2 に加えた。 
 
3) 伐採に係る先住民や地域住民の権利 

森林・野生生物法は、地域コミュニティの自給自足を目的とした資源利用と共同管理、
第三者への伐採権の割り当て等を規定している。地域コミュニティは、当該地域の森林資源
を自分たちの消費のために利用することができるが、許可なしに商品として販売すること
は認められていない。森林・野生生物規則（第 7 条）は、地域コミュニティの歴史・文化的
利用及び価値のある地域 71について定めており、当該地域における外部者による森林の利
用は禁止され、資源の利用は規範と慣習に従って行われる。歴史・文化的利用及び価値のあ
る地域の認定は、地域コミュニティの代表者 10 名以上の署名によって申請が行われ、州行
政代表が宣言する権限を有する。 

の両側 50 メートルの範囲；陸の国境から 2 キロの範囲；空港と飛行場から 100 メートルの範囲；軍その他の国家防
衛・治安施設から 100 メートルの範囲。 
69 Forest Legality Initiative<https://forestlegality.org/risk-tool/country/mozambique#tab-laws> 
70 ワシントン条約附属書Ⅱ：現在は必ずしも絶滅の恐れはないが、取引を規制しなければ絶滅の恐れがあると考えら
れる。商業目的の取引は可能であるが、輸出国政府の発行する輸出許可書等が必要となる。 
71 農村の墓地の中にある森林、信仰の対象となる場所、地域コミュニティによって伝統的な薬の抽出のために利用され
ている植物が分布する森林、信仰に利用されている野生動物種が生息する森林は、法律によりその開発が禁止されてい
ない限り、歴史・文化的利用及び価値のある地域と認識される（森林・野生生物規則第 7 条）。 
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土地法は、地域コミュニティの慣習的土地権を認め、事業者が当該地域の自然資源を利
用し利益を得る権利を取得するためには、地域コミュニティに対するコンサルテーション
を義務化している。また、森林・野生生物法は、森林開発コンセッションとシンプルライセ
ンスの承認のために、地域コミュニティに対するコンサルテーションを要件とし、その手順
を規定している。事業の対象となる地域の全部または一部が、地域コミュニティが利用する
権利を有する地域内に位置する場合には、事業申請者、地域コミュニティ、国の間で、利用
条件の交渉が行われなければならない。なお、森林の開発税の 20％は、伐採が行われる当
該地域の社会的利益のために利用される（森林・野生生物法第 27 条）。コンサルテーショ
ンの具体的な手続きは以下の通り 2 段階に定められ、手続きに従わず行われた場合は有効
とはみなされない（Diploma Ministerial nr. 158/2011）：
1. 土地の利用の権利の取得の要求及び利用地域に関する情報を地域コミュニティに提供

することを目的としたコンサルテーション
2. 事業を実施するための土地の利用可能性について、地域コミュニティの意見を得るこ

とを目的としたコンサルテーション（最初のコンサルテーションから 30 日以内で行わ
れる）

コンサルテーションには、申請者またはその代理人、地域の行政官またはその代理人、
登録局（Serviços de Cadastro）、市町村レベルの諮問委員会（Conselhos Consultivos de 
Povoação e de Localidade）メンバー、地域コミュニティのメンバー、隣接する土地の所有
者 ま た は 占 有 者 が 参 加 す る 。 コ ン サ ル テ ー シ ョ ン の 議 事 録 は Diploma Ministerial 
nr.16/2017 に従って作成され（付属資料 4.5）、諮問委員会のメンバーが署名しなければな
らない。議事録のコピーは地域住民に配布される。 

事業者が地域コミュニティの権利を守り、法令義務の履行を確保するため、森林・野生
生物法及び森林・野生生物規則は、森林・野生生物資源管理地方協議会（conselhos locais de 
gestão de recursos florestais e faunísticos: COGEP）の設置を規定している。COGEP は、コ
ミュニティレベルで設置され、地域コミュニティ、森林・野生生物資源に関連する活動を行
う個人や法人、団体や非政府組織、政府機関からの代表者で構成される独立した組織として
位置付けられ、関係者及び第三者によるあらゆる法律違反を問うことができる。COGEPs
は、以下の事項を考慮して、その目的及び一般的なガイドラインを実行する：
 森林・野生生物資源の利用の申請に関する手続き。
 森林・野生生物資源の持続的な利用が、地域社会の生活水準の向上に寄与するような行

動の開発
 森林・野生生物資源の利用と利用に関わる様々な利害関係者を巻き込んだ紛争解決メ

カニズム
 森林・野生生物資源のモニタリングを担当する国の機関との協力
 森林・野生生物資源に関する政策や法律の改善
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 火災の抑制に関連した行動 
 当該地域に位置する資源の管理計画のガイドライン 

 
COGEPs は、特定のプロジェクトが農村開発の目的や森林及び野生生物資源の持続可能

な利用に適合しないことが判明した場合、そのプロジェクトの取消又は廃止を事業者に対
して提案することができる。 
 
（不遵守のリスク） 

いくつかの報告書は 72、「地域コミュニティへのコンサルテーションが適切に実施され
ていない」、「地域住民との合意のないまま事業が実施される」、「合意事項が遵守されな
い」、「実際にはほとんどの地域住民は、コンセッション事業に関して雇用の機会を得るこ
とができず 73、目に見える利益が得られない」、「集中的な伐採や重機の使用によって、道
路の損傷、森林資源と野生動物の減少が起こり、地域住民は近くで狩猟をすることができな
くなり、生計手段が脅かされる」、そしてこうした問題と事業者との信頼関係の欠如から、
「地域住民は、自らの生計と利益を確保するために事業に対する反発や違法な伐採活動に
関与する」等の問題を指摘する。 
 
4) 伐採に係る税金と手数料 

モザンビークでは 11９種が商業樹種に指定され、貴重種と第１～第４クラスに分類され
ている（付属資料 4.1）。伐採に係る税率は、Diploma Ministerial nr. 293/2012 によって樹
種の等級毎に定められている。また対象とする面積とその経済利益可能性に応じて、利用料
が決定される。 

森林・野生動物法の第 27 条に従って、伐採に係る税金の 20％は、伐採が行われる当該
地域の社会的利益のために利用される。受益者となる地域コミュニティは、必要な登録や、
管理委員会の設置、口座開設を行う。一方で、EU FLEGT（2014）74や Muianga & Norfolk 
(2017)75 、UEM（2013）76の報告によると、地域住民のほとんどが制度を正しく理解して
いないこと、口座開設等の必要手順は、都市部から離れた地域コミュニティにとって複雑で

72 Sitoe, A. A.; Guedes, B. S.; Sitoe, S. N. D. M.; (2007) Avaliação dos modelos de maneio comunitário de recursos 
naturais em Moçambique. DNTF/MINAG. FAO. Maputo; Teixeira, J. V. (2018) A participação das comunidades locais 
na gestão das florestas em Moçambique: caso dos distritos de Montepuez, Maúa, Marrupa e Majune. Universidade Nova 
de Lisboa. Faculdade de Ciências sociais e humanas. Janeiro, 2018; UEM (2013) 前掲; Muianga, M. e Norfolk, S. (2017) 
前掲. 
73 森林・野生生物規則（第 32 条）は、労働者を募集するときは、地域コミュニティの住人を優先することをコンセッ
ション事業者の義務として定める。 
74 EU FLEGT (2014) 前掲  
75 Muianga & Norfolk (2017) 前掲 
76 UEM (2013) 前掲 
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あること、そして透明性の欠如や当局や地域コミュニティの指導者の不正によって利益配
分が適切に実施されていないこと等が問題として挙げられる。 
 

4-3-3 伐採の合法性が確認できる書類（証明システム）の事例及びその発行条
件 
１）伐採ライセンス 

伐採ライセンス（1 年間有効）は、管理計画書の提出後、SPA による検査が行われ、そ
の後必要な手数料の支払いを経て、発行される。 

森林・野生生物法及び規則に従い、森林開発コンセッションで伐採ライセンスを取得す
るには、以下の条件を満たさなければならない： 
 社会的施設（例：伐採キャンプ）と加工施設が設置されていること 
 管理計画に沿って、現場に年間伐採ブロックを設置していること 
 伐採対象となる樹種の量と質が決まっていること 
 年間利用料が支払われていること 
 年間伐採量に応じた伐採料が支払われていること 

 
シンプルライセンスについては、以下の条件を満たすと伐採ライセンスが発行される：  

 管理計画の実施のための技術的能力が備わっていること 
 伐採、搬出、輸送の手段が備わっていること。 
 管理計画が承認されていること 
 年間利用料がしはらわれていること 
 年間伐採量に応じた伐採料が支払われていること 

 
伐採ライセンスの様式は Diploma Ministerial nr. 6/2017 の付属書５に示される（付属資

料 4.2）。伐採ライセンスは、原本とコピー3 部が発行される： 
 原本：事業者に対して発行 
 第 1 コピー：支払領収書のコピーに添付される 
 第 2 コピー：伐採が行われる当該郡に送付される 
 第 3 コピー：記録簿に添付される 

 
伐採ライセンスの番号は、コンセッション事業者及びシンプルライセンス事業者に対し

て発行される木材を輸送するために必要な輸送許証（Guia de Trânsito de Produtos 
Florestais）（付属資料 4.6）に記される。 

 
２）伐採樹種、量の記録 

事業者は、丸太の伐採量と輸送量について以下の通り記録簿を作成し管理する（Egas et 
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al.2017）77 。 
 「伐採記録簿（livro de registo de corte de toros na floresta）」：伐採した木材を記録す

る。伐採ライセンス番号と伐採した樹種名、サイズ、伐採日等が記入される。 
 「集積場の集材記録簿（livro de registo de entrada de toros no apeadeiro）」：集積場に

運ばれた丸太を記録する。この記録簿には「伐採記録簿」と同じ番号が付けられる。 
 「輸送する丸太のリスト（Mapa de Especificacoes de Productos Florestais）」（付属資料

4.7）：集積場から特定のトラックによって運搬される丸太を記録する。リストには、木
材輸送許可証 (付属資料 4.6)の番号、記録簿の番号、日付、製品、樹種、直径、長さ、
量（m3）が記される。シートは木材輸送許可証と一緒に丸太の輸送に使われる。 

 
コンセッション事業者とシンプルライセンス事業者は、実施した活動に関する報告書を

四半期ごとに SPA に提出しなければならない。また、伐採や集材で使用した上記の記録簿
は、検査の際に求められる。 

在来樹種の伐採には、毎年 1 月 1 日から 3 月 31 日までの閉鎖期間が設けられ、その期
間中は、丸太の伐採と搬出は禁止される。SPA の確認の上、前年に伐採され集材場に集め
られた丸太の輸送のみが許可される。許可されると、原木を選別して運搬し、運搬された原
木は前年分の記録簿上に印が付けられる。  

77 Egas, A.; Júnior, E.; Bila, N.; Sitoe, E. (2017) Procedimentos de registo e verificação de dados na cadeia de 
fornecimento de madeira. IIED Relatório do país. IIED, Londres. Outubro 2017. 
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4-4 木材の流通段階における法令等 
木材の流通段階（輸送、加工、貿易）に関する法令を表 4.7 に取りまとめる。 
 
表 4.7 木材の流通（輸送、加工、貿易）に関する法令の一覧 
法令（法令番号） 制定年 説明 

森林・野生生物法（Lei nr.10/99.） 
1999 年 7

月 7 日 

森林と野生生物資源の保護、保全、持続可能な利用

に関する基本的な原則と規範を定める。森林の伐採

制度、流通について規定する。 

森林・野生生物規則（ Decreto 

nr.12/2002 

2002 年 7

月 6 日 
森林・野生生物法の実施規則 

Diploma Ministerial nr. 16/2017 
2017 年 2

月 8 日 
木材の伐採と輸送に関する書類の様式を規定する 

Lei nr.7/2010.  

2016 年 12

月 30 日に

改正 

加工木材輸出税（TEMP）について規定する 

 

Decreto nr. 42/2017 
2017 年 8

月 17 日 

加工木材の輸出のために規則、条件、手続きを定め

る 

Diploma Ministerial nr. 54/2018  
2018 年 12

日 
加工木材輸出業者の適格基準を定める 

Diploma Ministerial nr. 55/2018  
2012 年 8

月 1 日 

加工木材製品の輸出に関する要件、手続きを定め、

年間木材輸出計画の様式を示す 

 

4-4-1 木材の流通に関する行政の体制 
表 4.5（モザンビークの林業セクター（伐採、加工、貿易）に係る政府機関）を参照。 

 

4-4-2 木材の流通段階における法令等の概要と運用状況 
図 4.9 に天然林から伐採された木材（コンセッションとシンプルライセンスによる）の

輸送、加工、輸出までのプロセスの概要を示す。 
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図 4.9 天然林の伐採から輸送、加工、輸出までのプロセス 

 
注）コンセッション事業者と加工場のすべてが木材製品を輸出するわけではない（「4-4-3 木材・木材製品

を輸入・輸出する際の法令・証明システムの概要及び事例」を参照） 

 

1) 木材の輸送 
森林・野生生物法と関連規則によって木材の輸送段階の制度が規定されている。コンセ

ッション事業者とシンプルライセンス事業者が生産した木材の輸送には、SPA が発行する
輸送許可証（付属資料 4.6）が必要である。輸送許可証は、年間の伐採ライセンスに記載さ
れている許可量に基づいて、複数発行される。 

輸送許可証には、記録簿番号と伐採ライセンス番号、輸送する樹種、量、直径等の情報
が記載され、SPA のスタンプと署名が記される。輸送許可証の他に、丸太の輸送には輸送
する丸太のリスト（付属資料 4.7）を添付しなければならない。 

輸送許可証は、A5 サイズで、下記の通り許可証毎にオリジナルとコピーの計 5 部が含ま
れる（Ministerial Diploma nr. 16/2017）： 
 原本（白色）：輸送目的地まで当該木材と一緒に運ばれる 
 第 1 コピー（緑色）：統計情報の報告書に添付して、毎月末に SPA に送られる 
 第 2 コピー（ピンク色）：伐採地近くの検査所で回収される 
 第 3 コピー（黄色）：伐採地が位置する州の最後の検査所で回収される 
 第 4 コピー（青色）：輸送目的地のある州の最後の検査所で回収される 
 第 5 コピー （クリーム色）：伐事業者が提出する記録簿に添付される 
 

付属資料 4.6 の様式を使った輸送許可証は、伐採ライセンスに基づき、コンセッション
事業者とシンプルライセンス事業者に対してのみ発行される。製材所等の加工業者は、SPA
に加工製品の輸送許可を申請する必要がある。 

木材輸送の検査は、主要な国道沿い、州間の境界線上、主要都市の入り口に設置されて
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いる検査所で昼夜を問わず行われる。これらの検査所では輸送許可証コピーが回収され、免
許証と輸送されている樹種と数量が確認される。検査官は、輸送日、許可番号、発行日と有
効期限、記載された製品の種類、量、輸送手段、原産地、目的地等を記録して、定期的に州
政府に報告する。 
 

（不遵守のリスクに関する情報） 
Egas et al.（2017）78と Muianga & Norfolk（2017）79は、輸送許可証に記された以上の

木材の輸送、虚偽の許可証や過去に使用済みの許可証の利用、あるいは輸送許可証を得てい
ない木材を代替ルートで輸送することによる違法行為を指摘する。 
 

2) 木材の加工 
木材加工場は、DPDTA が設立を許可し、SPA が運営の監督を担当する 80。森林・野生

動物規則（第 32 条）により、コンセッション事業者は、加工場を設置することが義務付け
られる。コンセッション事業者は自前のコンセッションからの原木だけでなく、他の事業者
から原木を購入し加工することも出来る。 

丸太が加工事業者に届けられると、「製品入庫記録簿（livro de registo de entrada de 
produtos）」に記録され、加工後の出荷時に「林産品出庫記録簿（livro de registo de saída de 
produtos florestais）」に記録される。記録簿には、輸送許可証に関する情報（輸送許可証の
記録簿番号、輸送許可証番号、日付）と輸送された又は輸送される木材のタイプ、樹種、量
が記録される。 

加工場は、法律で義務付けられている毎月の報告書を通じて検査され、その中には木材
の入荷、加工、販売の動きが、種、数量、それぞれの許可ごとに記載されている。SPA は、
州の産業を管轄する機関と連携して木材加工場を管理し、四半期ごとに国家森林総局
（DINAF）に報告する。 

 

4-4-3 木材・木材製品を輸入・輸出する際の法令・証明システムの概要及び事
例 

モザンビークでは、あらゆる在来種の原木輸出は禁じられており、加工された木材製品
のみ政府に承認された組織だけが輸出できる。以下に加工木材輸出のプロセスの概要を示
す： 
1. 事業者による年間加工木材製品輸出計画の作成と提出（付属資料 4.8） 
2. 輸出事業者の証明書（Certificado de Exportador）の発行：1 年間有効（付属資料 4.9） 
3. 木材輸出の申請 

78 Egas et al(2017) 前掲 
79 Muianga & Norfolk (2017) 前掲 
80 国家森林総局（DINAF）スタッフへのインタビュー 
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4. SPA による検査と木材の輸出許可承認依頼の通知及び輸出木材の検査報告書の作成
（付属資料 4.10） 

5. 輸出許可の発行（付属資料 4.11） 
6. 税関によるパッキング支援の承認 
7. 輸出貨物に関する報告書作成（付属資料 4.12） 
8. 輸出港までの木材の輸送 

 
Diploma Ministerial nr. 54/2018 によると、在来種の加工木材の輸出は、コンセッション

事業者、加工業者、そして国家機関である国家持続可能な開発基金（Fundo Nacional de 
Desenvolvimento Rural: FNDS）に許可される。加工木材を輸出する資格を得るためには、
コンセッション事業者と加工事業は、以下の基準を満たしていなければならない： 
 投資額：750 万メティカル（約 100 万円相当）以上 
 設置電力：10 KVA 以上 
 労働者：20 人以上 
 1 日あたりの生産量：5m3 以上 
 原料置き場 
 最低限の稼働可能な木材加工用機械（切断用鋸 1 台、面取り機 1 台、平行ガイド 1 台、

鋸目立て機 1 台） 
 

上記の基準を満たす事業者は、年間加工木材輸出計画を作成する。同計画は、輸出する
前年の 9 月 1 日から 11 月 30 日までの間に提出され、SPA を通じて国家森林総局（DINAF）
に送付される。輸出計画書の様式（付属資料 4.8）には、事業者名、外国貿易事業者票番号、
事業者所在地と連絡先及び製品種類（板材、ボード、パーケット等）、数量、輸出先につい
て記入される。また、以下の書類の提出が求められる（Diploma Ministerial nr.55/2018）： 
 外国貿易事業者の写し 
 NIUT（納税者番号）の写し 
 最新の納税証明書の写し最新の社会保障支払い証明書の写し 
 SPA より発行された、月間統計情報提供の証明書 
 当該加工場の木材加工能力及び稼働状況を証明する SPA の所見 
 

SPA による年間加工木材製品輸出計画の承認手続きは、書類審査と申請者の木材加工能
力に基づいて行われる。年間輸出計画が承認されると、1 年間有効な輸出事業者証明書が発
行される（付属資料 4.9）。証明書には、認証番号、製品タイプと輸出許可された量が記され
る。承認された事業者の一覧は政府がとりまとめる（付属資料 4.13）。 

輸出事業者証明書があれば、事業者はその有効期限内にいつでも許可された年間輸出量
に達するまで輸出許可申請を行うことが出来る。申請には、以下の情報が必要となる
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（Decreto nr. 42/2017）： 
 輸出事業者の名前、住所、NIUT（納税者番号） 
 外国貿易事業者票の写し 
 製品情報（種類、樹種、数量） 
 製品の仕立地及び仕向地 
 木材輸送許可証の原本 

 
輸出申請の提出後に、植物検疫を含む製品の検査が行われ、SPA によって関連する報告

書（付属資料 4.10）81が作成され、国家森林総局（DINAF）に送られる。報告書には、輸出
事業者証明書（付属資料 4.9）が添付される。報告書が確認され、問題が見当たらない場合
は輸出が承認され許可証が発行される（付属資料 4.11）： 
 原本：税関への輸出手続きに添付される 
 コピー（1 枚目）：州の森林資源を管轄する部局による輸出許可手続きに添付される 
 コピー（2 枚目）州の産業と貿易を監督する部局用 
 コピー（3 枚目）：輸出業者用 
 コピー（4 枚目）：州の森林資源を管轄する部局が保管する 

  
輸出許可証には、許可番号、輸出事業者名、納税者番号、輸出目的地、当該製品の出国

地、輸出する木材製品のタイプ、樹種、個数、数量、品目コードなどの情報が記載される。 
輸出が許可された事業者は、コンテナの梱包、積込み、封印に関して税関にパッキング

支援を要請する。この作業は、税関と土地・環境省（MTA）職員の立会いの下で行われる。
梱包が終了すると、コンテナは施封され、輸出貨物に関する報告書（付属資料 4.12）が作成
される。この報告書には、当該事業者に対する木材の輸出許可の通知、木材の検査結果、木
材のパッキング支援に関する報告書が含まれる。この報告書は、当該輸出事業者のそれ以降
の木材輸出申請に必要な木材輸出統計情報の基礎となる。また、当該木材製品を輸出地点ま
で輸送する際には、輸出許可証と輸出貨物に関する報告書のコピーが必要となる。 

加工木材輸出税（TEMP）は、FOB 価格と加工の程度に応じて決定され、通関手続き中
に支払われる。FOB 価格は、土地・環境省 (MTA)が作成する当該木材製品の参照価格、
量、樹種を基に決定される。 
  

81 この報告書には、SPA から DINAF への輸出許可承認依頼の通知、輸出する木材の表、検査報告書、輸出事業者が提
出した検査依頼書が含まれる。付属資料（4.10）は、州森林・野生生物サービス（SPFFB）が作成した報告書であるが、
Decreto nr. 63/2020 により、検査や関連文書の作成等の木材製品の輸出に関する業務は SPA が担うことになる（国家
森林総局（DINAF）インタビュー）。 
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付属資料 4.1 モザンビークの木材用樹種と区分 

 

（貴重樹種） 

 

注）左から番号、学名、一般名、現地名、伐採可能な最小胸高直径（cm） 
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（第 1 級樹種） 

 

 

  

133



（第 2 級樹種） 
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（第 3 級樹種） 

 

  

135



（第 4 級樹種） 

 

 

出典: Decreto nr. 42/2017 
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付属資料 4.2 伐採ライセンス（Licença de Exploração Florestal）（様式） 

 

 
 

 

 

 

 

出典：Diploma Ministerial nr. 16/2017 

伐採ライセンス番号 

事業者名と住

所 

表:（左から順に）数、製品タイプ、樹種、樹種クラ

ス、量、単位 

対象面積と所在地 

伐採ライセンスの有効期間 
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付属資料 4.3 土地利用が重複しないことの証明書（Certidão Negativa）（様式） 

 

 

 

出典：Diploma Ministerial nr. 16/2017 

申請者によって申請された地域が占有されておらず、同地

域の（他の利用）申請が行われていないことを証明する 
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付属資料 4.4 シンプルライセンスの契約書 

 

 

 

 

事業者名、ID番号、納

税者番号、電話番号 

対象面積と地域名 

期間：5年

間 
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表：対象地域に存在する樹種の許可された年間伐採量（左 2

列目から順に）商業樹種名、学名、樹種の合計量（m3）、許可

された年間伐採量（m3/年) 
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146
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付属資料 4.5 地域コミュニティへのコンサルテーション議事録（様式） 

 

  

コンサルテーション参加者からの意見 

 

地域コミュニティ名 

申請者（事業者）の

名前と住所 
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出典：Diploma Ministerial nr. 16/2017 

署名 コミュニティにおける役割

事業者の署名 

郡社会経済活動サービス（SDAE）の所見 

地域の行政官の所見 
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付属資料 4.6 丸太・木材の輸送許可証（Guia de Trânsito de Produtos Florestais）（様式） 

 

 

出典：Diploma Ministerial nr. 16/2017  

伐採と集材記録簿番号 

輸送許可証番号 

伐採ライセンス番号 

表：左から製品数、タイプ、

樹種、量、単位 

輸送手段情報 
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付属資料 4.7 輸送丸太リスト（Mapa de Especificacoes de Productos Florestais）（様式） 

 

 

 

 

 

出典：Diploma Ministerial nr. 16/2017 

 

木材輸送許可証番号 
伐採と集材の記録簿番号 

樹種名 
丸太の直径 

長さ(cm) 

 
量（m3） 
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付属資料 4.8 木材加工製品輸出の年間計画書と承認書（様式） 

 

（年間木材輸出計画書様式） 

 

事業者名 外国貿易事業者票番号 

納税者番号 

製品タイプ毎の輸出予

定量（m3又はm2） 

コンセッション事業者または

加工事業者 

製品タイプ：Prancha（厚板）、Tábua（ボード）、Travessa（桁）、Barrote（梁）、

Régua de parquet（パーケット）、Ripa（へぎ板）、Outras（その他） 

事業者情報（住

所、連絡先等） 

代表者の個

人情報 
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主要な輸出先 輸出港 

153



（年間木材輸出計画書承認様式） 

 

出典：Diploma Ministerial nr. 54/2018 

 

承認された輸出計画：

輸出する製品タイプと

量（m3又はm2） 

輸出承認の有効期間（1年間） 

承認番号 

事業者名 
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付属資料 4.9 輸出事業者の証明書（Certificado de Exportador） 

 

 

輸出事業者証明書番号 

 

年間輸出計画書に基づ

き承認された木材製品

タイプ毎の輸出量 
証明書の有効期限

（1年間） 

事業者名 
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付属資料 4.10 州森林・野生生物サービス（SPFFB）による木材の輸出許可承認依頼の通

知と輸出木材の検査報告書 

（ソファラ州 SPFFB より DINAF に提出された輸出許可承認依頼の通知）

（仮訳） 

ソファラ州の土地環境・農村開発局は、SPFFB を通じ、木材輸出の要請を国家森林総局（DINAF）に提出

します。 

本要請に添付されている事業者の木材輸出の申請は、SPFFB に登録されています。検査チームが実施した

検査の結果、事業者が申告した別紙（検査報告書）の数量が、法律で推奨されている加工基準を満たして

いることが確認されました。同事業者は、加工施設を有し、納税者番号と輸出事業者証明書を有します。

したがって、我々は申請者の申請を支持し、中国への木材の輸出認可の要請を DINAF に提出します。 

事業者名 

輸出事業者

証明書番号 
納税者番号 
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輸出申請の行われた木材製品の情報：表左 2 列目から事業者名、製品タイ

プ、樹種（一般名）、数、量。 
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（SPFFB による輸出木材の検査報告書） 

 

 

 

 

 

 

検査された製品情報：

製品タイプ、樹種一般

名、数、量、輸出品目コ

ード 

検査官の所見 
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（輸出事業者から SPFFB に提出された木材検査依頼書） 

（仮訳） 

モザンビーク国籍の…が代表するコンセッション事業者または加工事業者……（輸出事業

者証明書番号…）は、ここにテテ州から中国に船便で輸出する加工木材 430,742m3の検査

を許可することを要求します。 

輸出事業者証明書

番号 

事業者名 
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付属資料 4.11 輸出許可証（様式） 

 

 

出典：Decreto nr. 21/2011  

輸出許可番号 事業者名 

納税者番号 

輸出が許可された木材製品の情報（製品タイプ、樹種、数、量、品目コード） 
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付属資料 4.12 州森林・野生生物サービス（SPFFB）による輸出貨物に関する検査報告書  

 

  

製品数 

製品タイプ 

一般樹種名 

量 

件名：（事業者名）の木材の輸出許可 

（仮訳） 

SPFFBは、法令第 42条第 6項(f)の

規定に基づき、上記の会社の輸出許

可申請書を提出し、21,533㎥に相当

する 1585本の Umbilaの製材を輸

出することを許可する。 
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（仮訳） 

本申請を受けて、SPFFBは適切な共同調査・検査を実施した。税関と

環境局が参加した合同検査では、21.533m3の量に相当する 1585本

の製材の輸出が許可されるべきであることが示された（表 2参照）。 
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事

業

者

名 

件名：木材の検査 

事業者名 

輸出事業者の証明書番号 

（仮訳） 

私たちはここに、当事業者が、土地・環境・農村開発大臣の発行した輸出事業

者証明書によって木材の輸出を許可されていることをお知らせします。 

したがって、Nampula 州の SPFFB は、21,533 m3 に相当する 1,585 本の

Umbila製材を検査するように閣下に要請します。 
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（製材が積まれたコンテナの検査結果報告書） 

 

 

  

輸出のための木材検査報告書 

事業者名 

輸出事業者の証明書番号 

輸出許可番号 

検査官名 
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（製材が積まれたコンテナを検査後に封印した旨を伝える報告書） 

 

コンテナ参照番号 

コンテナシール番号 

輸出事業者の証明書番号 

木材のパッキング支援に関する報告書 

輸出許可番号 

検査官名 

167



付属資料 4.13 木材輸出が承認された事業者のリスト（2019 年） 

 

 

 

 

件名：承認された在来種を使った木材の輸出事業者 

168



 

承認された輸出事業者名  

 

証明書番号 納税者番号 
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